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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

１ 令和２年７月豪雨からの創造的復興 

【施策１】被災者・被災地域の１日も早い復

旧・復興に向けた取組み 

 施策１－①すまい・コミュニティの創造 

 

 

 

 

866,337 

 

 

 

 

657,681 

 

 

 

１ 災害救助事業                                                               

  令和２年７月豪雨に係る災害救助法に基づく応急救助を行った。（令和５年３月31日時点） 

 ・応急仮設住宅（建設型） 整備戸数 808戸 

              入居戸数 365戸、入居者数 809人 

 ・応急仮設住宅（賃貸型） 入居戸数 168戸、入居者数 367人 

２ 住まいの再建支援事業                                                          

  令和２年７月豪雨における被災者の「住まい」の再建に要する経費について助成した。 

 (1) リバースモーゲージ利子助成事業 

   県内で自宅を再建するため、金融機関からリバースモーゲージ型の融資を受けた被災者に

対し、借入額の利子を助成する事業を創設した。 

  ・受付件数 ７件（累計11件） 

 (2) 自宅再建利子助成事業  

   県内で自宅を再建するため、金融機関から融資を受けた被災者に対し、借入額の利子を助

成した。 

・受付件数 72件（累計122件） 

(3) 民間賃貸住宅入居助成事業 

県内の住宅を賃借する場合に必要となる契約に伴う経費（礼金、仲介手数料等）を定額

（20万円）で助成した。（市町村で直接実施） 

・受付件数 240件（累計331件) 

 (4) 転居費用助成事業 

   県内の再建先に転居する場合の転居費用を定額（10万円）で助成した。（市町村で直接実

施） 

・受付件数 526件（累計1,227件） 

(5)  公営住宅入居助成事業 

   公営住宅に入居する場合に必要となる備品等（エアコン、ガスコンロ、照明等）の初期整 

備費用を定額（10万円）で助成した。（市町村で直接実施） 

  ・受付件数 67件（累計93件） 

 

 

 

 

災害救助費のうち 

Ｐ193 ～ Ｐ194 

 

 

 

社会福祉総務費のうち

Ｐ167 ～ Ｐ169 

 

 

 

 

 

半角( )、半角数

字、半角スペース 

半角スペース、半角( )、半角数

字、全角スペース 

全 角

「」 

全角「①」、全角スペース 

全 角

「・」 

罫線区切り 

罫線区切り 

掲載する事業がＡ表

１枚レベルの予算額

の一部の場合は「の

うち」とする 

掲載する事業の予算額

と決算額を記載する 

全角「◆」、全角スペース 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－①すまい・コミュニティの創造） 

 

 

 

  ３ 地域支え合いセンター運営支援事業（令和２年７月豪雨対策分） 

  被災者の安心した日常生活を支え、生活再建と自立を支援するため、見守り、生活支援、地

域交流の促進等の総合的な支援体制を構築した。 

(1) 市町村地域支え合いセンター運営支援事業 

    建設型応急住宅を整備した７市町村において設置された地域支え合いセンターについて、

運営に必要な経費を市町村に助成した。 

(2) 県地域支え合いセンター支援事務所運営事業 

各市町村地域支え合いセンターの運営を支援する「熊本県地域支え合いセンター支援事務

所」を設置し、相談員等に対する研修、情報管理システム運用、アドバイザー派遣等を行っ

た。 

４ 介護施設等における防災リーダー養成等支援事業  

  介護サービス事業所に対して、感染症や災害が発生した場合の業務継続支援計画（ＢＣＰ）

の策定等が令和６年４月から義務付けられることから、策定支援に係るセミナー等を開催し

た。 

 ・ＢＣＰ策定支援セミナー １回（参加者数102名） 

 ・ＢＣＰ策定支援ワークショップ 実地４回、オンライン１回 

  （参加者：感染症 計168名、自然災害 計172名） 

５ 災害時の子どもの心のケア研修事業 

  子どもと接する母子保健関係者に対し、災害時の適切な対応方法等習得のための研修会を実

施し、受講者のスキルアップに繋がった。 

 ・研修参加人数 124人 

６ 被災地こころのケア事業  

こころのケアセンターによる令和２年７月豪雨の被災者へのこころのケア及び支援者への技

術支援を実施した。 

・電話相談 ２件 

・来所 １件 

・アウトリーチ １件 

・支援者からの相談対応・ケース会議対応 100件 

 

 

 

社会福祉総務費のうち

Ｐ167 ～ Ｐ169  

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 

 
 
 
 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

 

精神保健費のうち 

Ｐ200 ～ Ｐ201 
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半角スペース、半角( )、半角数

字、全角スペース 

全 角

「」 
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全 角

「・」 
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罫線区切り 

掲載する事業がＡ表

１枚レベルの予算額

の一部の場合は「の

うち」とする 

掲載する事業の予算額

と決算額を記載する 

全角「◆」、全角スペース 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－①すまい・コミュニティの創造） 

 

 

 

 
 

 

７ 地域医療等情報ネットワーク基盤整備事業 

  県医師会を中心に、熊本大学病院、県の三者が連携し、医療機関や介護事業所等に対し、治

療歴、処方歴、検査データ等を共有する本ネットワークの構築を推進した。令和２年７月豪雨

では、カルテやお薬手帳が流失した場合や受診歴のない圏域外医療機関に搬送された場合に、

本ネットワークにより、患者の治療歴等が確認でき、必要な治療を提供することができた。 

・新規登録県民数 21,591人（累計90,867人） 

・新規登録施設数  40施設（累計816施設） 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

施策１－③災害に強い社会インフラ整備と

安心して学べる拠点づくり 

 

150,817 

 

75,902 

 

 

１ 放課後児童クラブ施設整備事業 

  放課後の児童の受け皿確保のため、放課後児童クラブの施設整備を行った市町村に対して、

その経費を助成した。 

・助成実績 12市町村13施設 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

【施策２】県内全域で取り組む災害に強い郷 

土づくり 

施策２－①国土強靱化に向けた取組み 

 

 

 

 

280,962 

 

 

 

 

280,835 

 

 

１ ヘリ救急医療搬送体制推進事業 

  ドクターヘリと県防災消防ヘリの２機体制による「熊本型」ヘリ救急搬送体制を継続するこ

とにより、救急患者の救命率向上や広域救急患者搬送体制の強化を図った。 

 ・救急搬送数 ドクターヘリ 626件、県防災消防ヘリ 91件 

 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

２ 新型コロナウイルス感染症を踏まえた対 

応 

【施策１】感染症対策の体制強化 

 施策１－①感染拡大防止対策及び相談・検

査体制等の確保 

 

 

 

 

9,220,010 

 

 

 

 

6,766,113 

 

 

 

 

１ 新型コロナウイルス感染症保健所機能強化事業  

  各保健所に会計年度任用職員（計 29 名）を配置するとともに、相談用務、検体搬送用務、健

康観察用務を民間事業者に業務委託し、保健所の負担軽減を図った。 

２ 新型コロナウイルス感染症医療・検査等体制整備事業  

  外来設備（72 件）及び検査機器（39 件）の整備に係る経費の助成や行政検査の業務委託によ

り、診療・検査医療機関の指定（777 医療機関）や、医療機関等の外来・検査に関する体制整

備を支援した。 

 

 

 

 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200  

 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200  
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－①感染拡大防止対策及び相談・検

査体制等の確保） 

 

  ３ 感染症流行下における妊産婦総合対策事業（寄り添い型支援） 

  新型コロナウイルス感染症に罹患し退院した妊産婦のうち、訪問等相談を希望する方を対象

に、専門的なケアや育児等に関する助言や支援を実施した。 

 ・（一社）熊本県助産師会による支援 17件 

４ 感染症流行下における妊産婦総合対策事業（検査費用補助） 

  分娩の概ね２週間前の妊婦で、新型コロナウイルス感染症に対する不安を抱える妊婦に対す

るＰＣＲ検査費用を助成した。 

 ・助成件数 2,469件 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197  

 

施策１－②持続的な医療福祉サービス提供 

等に向けた体制強化 

 

65,375,816 

 

56,814,926 

 

１ 新型コロナウイルス感染症保健所機能強化事業（再掲）（Ｐ28に記載） 

 

２ 介護施設等への換気等設備支援事業 

  高齢者施設等における感染拡大防止のため、簡易陰圧装置の設置等に要する経費について市

町村を通じて助成した。 

・21市町村 42件 

３ 介護サービス事業所等におけるサービス継続支援事業 

(1) 感染者が発生した介護サービス事業所等に対し、必要な介護サービスを継続して提供でき

るよう、消毒・清掃費用等のかかり増し経費に要する費用を助成した。 

   ・申請法人数 268 か所 

(2) クラスターが発生した高齢者施設等に対し、他法人から応援職員を派遣し、介護サービス

の継続を支援した。 

  ・７施設派遣（派遣職員数 延べ28人） 

(3) 施設内療養者の急増や職員間の感染拡大等で業務継続が困難になった高齢者施設等に対

し、専属の看護師及び介護職員で構成するチームを派遣し、業務の継続を支援した。 

  ・65施設派遣（延べ201日間） 

４ 高齢者施設等におけるクラスター発生防止対策事業  

  高齢者施設等の事業継続を支援するため、従事者を対象とした週１回程度の集中的検査を実

施した。 

・上期（４～10月）：検査施設数 1,143か所、受検者数 延べ577,933人 

・下期（11～３月）：検査施設数 1,152か所、受検者数 延べ532,231人 

 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200  

老人福祉施設費のうち

Ｐ179 

 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－②持続的な医療福祉サービス提供 

等に向けた体制強化） 

 

  ５ 感染防止に配慮した障害福祉サービス等提供体制確保事業  

  障害福祉サービス等を継続して提供するため、事業所の新型コロナウイルス感染拡大防止に

向けた取組みを支援するとともにクラスターが発生した施設等への応援職員派遣に向けた体制

等を確保した。 

(1) 新型コロナウイルスの感染者や濃厚接触者が発生した事業所において、建物の消毒費用や 

人員の確保等サービスの継続に必要な経費を助成した。 

 ・割増賃金、手当等の経費に対する助成 13事業所 

(2) クラスター発生時等に応援職員を円滑に派遣するため、あらかじめ関係団体に委託し、支

援体制のコーディネートや研修を行った。 

 ・障害者支援施設等を対象とした感染防止対策研修会の開催 １回 

６ 新型コロナウイルス感染症対策推進事業 

  県調整本部を設置し、重症患者の入院医療機関の選定や受入調整、保健所管轄区域を超えた

入院医療機関の受入調整（広域調整）等を行うとともに、同本部のサテライトを熊本大学病院

に設置し、24 時間体制で患者受入医療機関からの診療相談に対応すること等により、安全で必

要な医療を提供できる体制を整備した。 

 ・広域調整等件数 880件 

７ 新型コロナウイルス感染症患者等入院病床確保事業  

  新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床を確保し、まん延期等における医療提供体制の

整備と感染拡大防止を図った。 

 ・確保病床数 1,131床（令和５年３月末） 

８ 小児・周産期医療対策事業  

  医療関係者と協議の上、新型コロナウイルス感染症陽性妊婦及び陽性小児に係る療養先（入

院、宿泊療養、自宅療養）選定基準を見直し、保健所・関係医療機関と共有することで、変異

株の特性に応じた療養先の選定を円滑に行い、健康を守ることができた。 

９ 地域医療等情報ネットワーク基盤整備事業（再掲）（Ｐ28に記載） 

 

 

 

 

 

 

障害者福祉費のうち

Ｐ169 ～ Ｐ171 

 

 

 

 

 

 

 

 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200 

 

 

 

 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200    

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－②持続的な医療福祉サービス提供 

等に向けた体制強化） 

 

 

 

  10 新型コロナウイルス感染症入院医療機関設備整備事業  

  新型コロナウイルス感染症患者入院医療機関による人工呼吸器等の設備整備に要する経費に

対し助成を行い、医療提供体制の整備を進めた。 

・人工呼吸器 25医療機関（71台）    

・ECMO（体外式膜型人工肺） １医療機関（２台）  

・簡易陰圧装置 34医療機関（114台）  

・初度設備費 37医療機関（269床分）  

・個人防護具 63医療機関（70,748人分） 

11 軽症者等療養支援体制整備事業  

  新型コロナウイルス感染症の重症者の病床確保のため、県内の宿泊施設を活用し、軽症者等

に対する食事提供や健康管理等の療養生活の支援を行った。 

 ・宿泊療養施設設置数（最大時）熊本市内３施設 八代１施設 県北３施設 天草１施設 

 ・設置期間 令和４年４月１日～令和５年３月31日 

 ・上記期間における療養者累計 16,949人（１日当たり最大受入人数 632人） 

12 新型コロナワクチン接種体制支援事業  

医療機関や職域接種を行う中小企業等に対する接種促進のための助成を行うとともに、県民

が安心して接種できるよう副反応の相談窓口及び専門的医療機関を整備した。 

13 新型コロナワクチン大規模接種会場設置運営事業  

市町村接種を補完するため、グランメッセ熊本に大規模接種会場を設置し、県民の利便性向

上や接種の加速化を図った。 

・追加接種（３回目） 令和４年４月４日～令和４年５月22日 

 ・オミクロン株対応ワクチン接種 令和４年10月12日～令和５年３月26日 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200 

 

 

 

 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

 

 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200 

 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200 

【施策２】持続可能な社会の実現 

施策２－①生活への支援、子供の居場所の

確保、差別・犯罪の防止 

 

 

442,112 

 

 

410,564 

 

 

１ 地域福祉総合支援事業  

  高齢者、障がい者、子どもなど、誰もが集い、支え合う地域の拠点である「地域の縁がわ」

や「地域ふれあいホーム」（夜間宿泊が可能な「地域の縁がわ」）の設置に対する助成及び普及

拡大を図った。 

・助成数 16団体 

 

 

 

社会福祉総務費のうち

Ｐ167 ～ Ｐ169 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策２－①生活への支援、子供の居場所の 

確保、差別・犯罪の防止） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 生活困窮者総合相談支援事業（委託先：（社福）熊本県社会福祉協議会） 

生活困窮者の早期の経済的な自立を支援するため、全町村に自立相談支援窓口を設置し、相

談受付、自立支援プランの策定等、伴走型の支援を行った。 

・新規の相談・支援実績 898件（県所管分） 4,570件（県全体） 

３ 生活困窮者自立支援プラン推進事業  

 生活困窮者自立支援法に基づき、社会福祉協議会等の自立相談支援機関における生活困窮者

からの相談を踏まえ、生活困窮者自立支援プラン推進事業において、以下の４つの任意事業を

活用した支援プランの作成及び支援を行い、生活困窮からの脱却・自立の促進を図った。 

(1) 就労準備支援事業（委託先：（社福）グリーンコープ） 

一般就労が著しく困難な生活困窮者に、就労に必要な知識、能力向上のための訓練を実

施した。 

・相談・支援実績 14人（県所管分） 112人（県全体） 

(2) 一時生活支援事業（委託先：（社福）グリーンコープ） 

住居のない生活困窮者（ホームレス）の自立への支援として、原則３か月間、宿泊場所

（シェルター）の提供や衣食の提供等を実施した。 

・相談・支援実績 14人（県所管分） 71人（県全体） 

(3) 家計改善支援事業（委託先：（社福）グリーンコープ） 

家計の状況を適切に把握すること及び家計の改善の意欲を高めることを支援するととも

に、必要な資金の貸付のあっせんを行った。 

・相談・支援実績 94人（県所管分） 760人（県全体） 

(4) 子どもの学習・生活支援事業（委託先：（社福）菊愛会・（学）松本学園共同体） 

生活保護世帯、生活困窮世帯の子どもに対して、塾形式及びＳＮＳを活用した学習支援

や家庭訪問による生活習慣・育成環境の改善に関する助言等の支援を行った。 

・相談・支援実績 72人（県所管分） 308人（県全体） 

４ 自立相談支援機関等の体制強化事業  

新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮されている方の支援を強化するため、生

活困窮者総合相談支援事業、家計改善支援事業及び子どもの学習・生活支援事業において、自

立相談支援機関等の人員体制強化やＳＮＳ等を活用した相談環境の整備を実施した。 

 

 

 

生活保護総務費のうち

Ｐ190 ～ Ｐ192 

 

 

生活保護総務費のうち

Ｐ190 ～ Ｐ192 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活保護総務費のうち

Ｐ190 ～ Ｐ192 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策２－①生活への支援、子供の居場所の 

確保、差別・犯罪の防止） 

 

 

 

 

  ５ 生活保護世帯からの進学応援資金貸付事業   

安心して就学できる環境を整え、本人の「夢」の実現と自立につなげるため、大学等に就学

する者（生活保護世帯出身者）に対して、生活費の貸付事業を継続した。 

・貸付実績 ０人（累計83人） 

６ 子どもの居場所の確保  

(1) 子ども食堂活動支援事業 

新型コロナウイルス感染症の影響により、活動に困難を抱える子ども食堂の安全・安心な 

活動の継続等を支援するため、衛生対策等に要する経費について助成した。 

   ・助成実績 101か所 

(2) ひとり親家庭等学習支援・交流事業 

家庭の事情、不安や悩み等を抱え学習に支障を来しているひとり親家庭等の子供達の学習 

等を支援するため、最寄りの地域で学びの場・安らぎの居場所・相談の場を確保・提供する 

「地域の学習教室」を開設した。 

・開設数 193か所、支援した子どもの人数 1,117人 

７ ＤＶ防止対策の推進  

(1) ＤＶ対策支援事業   

被害者からの相談に対応するため、女性相談センターに女性相談員を配置するとともに、

休日・夜間の相談窓口を設置した。 

・相談件数 延べ925件 

(2) ＤＶ対策強化事業 

① 高校生等を対象としたＤＶ未然防止教育 

ＤＶ未然防止教育として、高校等に講師を派遣し、生徒がＤＶの加害者・被害者になら

ないための講義を行った。 

・派遣数 31校（受講者数 5,180人） 

② 教職員を対象としたＤＶ未然防止教育 

教職員のＤＶに関する基礎知識を深め、各学校におけるＤＶ未然防止教育の推進を図る

ことを目的として、教職員を対象としたＤＶ未然防止教育に係る研修会を開催した。 

・開催回数 ４回（受講者数 135人） 

８ 相談支援等体制強化事業 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による不安をはじめとする自殺リスクの低減のため、

精神保健福祉センターや民間団体での電話相談支援や、ＳＮＳによる相談支援を実施した。 

・電話相談件数 27,880件、ＳＮＳ相談件数 4,995件 

生活保護総務費のうち

Ｐ190 ～ Ｐ192 

 

 

母子福祉費のうち 

Ｐ186 ～ Ｐ187 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉施設費のうち

Ｐ177 ～ Ｐ179 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者福祉費のうち

Ｐ169 ～ Ｐ171 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

【施策３】持続可能な経済活動の実現 

 施策３－①企業や雇用の維持及び労働環境

の整備 

 

141,201 

 

 

136,576 

 

 

１ 生活困窮者自立支援プラン推進事業（再掲）（Ｐ32に記載） 

 

 

生活保護総務費のうち

Ｐ190 ～ Ｐ192 

施策３－④新たな観光スタイルの確立 

 

3,535 2,592 １ 住宅宿泊事業適正運営確保事業  

当該事業の実施等に係る302件の相談に対応するとともに、12件の届出書を受理した。 

また、24事業者に対して立入指導を実施した。 

生活衛生指導費のうち

Ｐ206 ～ Ｐ208 

３ 熊本地震からの創造的復興 

【施策１】くらし・生活の再建 

 施策１－①「すまい」の再建 

 

 

 

341,631 

 

 

257,334 

 

 

１ 災害救助事業                                                             

  平成28年熊本地震に係る災害救助法に基づく応急救助を行った。（令和５年３月31日時点） 

  なお、令和５年３月31日をもって、災害救助法による応急仮設住宅の供与は終了した。 

 ・応急仮設住宅（建設型） 整備戸数 4,303戸 

              入居戸数 ３戸、入居者数 ６人 

 ・応急仮設住宅（借上型） 入居戸数 ２戸、入居者数 ４人 

２ 住まいの再建支援事業                                                      

  熊本地震における被災者の「住まい」の再建に要する経費について助成した。 

(1) リバースモーゲージ利子助成事業 

   県内で自宅を再建するため、金融機関からリバースモーゲージ型の融資を受けた被災者に

対し、借入額の利子を助成した。（熊本市は直接実施） 

・受付件数 ７件（累計179件)  

(2) 自宅再建利子助成事業 

 県内で自宅を再建するため、金融機関から融資を受けた被災者に対し、借入額の利子を助

成した。（熊本市は直接実施） 

・受付件数 36件（累計3,230件) 

(3) 民間賃貸住宅入居支援助成事業 

県内の住宅を賃借する場合に必要となる契約に伴う経費（礼金、仲介手数料等）を定額

（20万円）で助成した。（市町村で直接実施） 

・受付件数 27件（累計6,721件) 

 

 

 

 

災害救助費のうち 

Ｐ193 ～ Ｐ194 

 

 

 

 

社会福祉総務費のうち

Ｐ167 ～ Ｐ169 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策１－①「すまい」の再建） 

 

 

 

 

  (4) 転居費用助成事業 

   県内の再建先に転居する場合の転居費用を定額（10万円）で助成した。（市町村で直接実

施） 

・受付件数 104件（累計20,104件) 

(5)  保証人不在被災者支援事業 

   保証人がいない被災者が見守り等支援を受けて民間賃貸住宅に入居する場合、見守りに要

する経費を定額（10万円）で助成した。 

・受付件数 ０件（累計７件） 

(6)  公営住宅入居助成事業 

     公営住宅に入居する場合に必要となる備品等（エアコン、ガスコンロ、照明等）の初期整

備費用を定額（10万円）で助成した。（市町村で直接実施）  

・受付件数 43件（累計2,848件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 将来に向けた地方創生の取組み 

【施策２】若者の地元定着と人材育成 

施策２－①若者の地元定着 

 

 

 

 

25,503 

 

 

 

23,887 

 

 

 

１ 「くまもとスタイル」結婚推進事業  

社会全体で結婚や子育てを応援する機運を醸成するため、「よかボス企業」の普及促進を図る

とともに、「よかボスアワード」を開催し、「よかボス企業」の取組みを顕彰した。 

また、若い世代がライフデザインの一環として結婚を考える機会の創出と、結婚を控えるカ

ップル等の応援を行うため、結婚応援の店が参画した結婚応援イベント「マリッジフェス

2022」を開催した。 

・よかボス企業登録数 1,009件 

 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

施策２－②産業人材の確保・育成 

 

555,602 538,936 １ 介護職員勤務環境改善支援事業  

  介護職員の勤務環境改善に向けた介護ロボット等の導入を行う事業所に対して助成した。 

 ・介護ロボット導入事業所数 76事業所   

・ＩＣＴ導入事業所数 55事業所 

２ 介護職員定着支援事業 

  介護職員の離職防止及び定着を推進するため、介護職員の資質向上、職場への定着及びキャ

リアアップ等を目的とした研修に係る費用を助成した。 

 ・介護ケアマネジメント研修等 計３件 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 

 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策２－②産業人材の確保・育成） 

 

  ３ 医師確保総合対策事業  

地域医療に従事する医師を目指す医学生29名に対し、修学資金を貸与した。 

また、医師の地域偏在の解消を目的とする熊本県地域医療支援機構（委託先：熊本大学病

院）を運営し、医師修学資金貸与学生・医師（88 名）等に対するキャリア形成支援、女性医師

の就業継続及び復職支援等を実施するとともに、医師不足の 21 医療機関へ 38 名の医師（修学

資金貸与医師25名、自治医科大学卒業医師13名）を派遣した。 

さらに、熊本大学病院に寄附講座を設置し、地域での活躍が期待される総合診療専門医の育

成に取り組むとともに、県内の臨床研修医確保のため、臨床研修合同説明会への参加を促し

た。 

４ 看護学生の県内定着促進事業（看護師等修学資金貸与事業）  

  看護師等養成施設の学生169名に対し、修学資金を貸与した。 

５ 看護職員確保総合推進事業（ナースセンター事業）  

  離職者等を対象とした就労相談等により、324名が看護職員として再就業した。 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

 

 

 

 

 

保健師等指導管理費のうち

Ｐ219 ～ Ｐ220 

保健師等指導管理費のうち

Ｐ219 ～ Ｐ220 

【施策３】安全・安心な社会の実現 

施策３－①子供を安心して産み、育てられ 

る環境整備 

 

18,834,274 

 

 

17,482,118 

 

 

１ 特別保育総合推進事業                              

  延長保育事業等を行った市町村に対して、必要な経費を助成した。 

・延長保育事業 助成実績 38市町村 497施設 

・医療的ケア児保育支援事業 助成実績 ８市町村 ９施設 

２ 子ども・子育て支援法に基づく市町村の給付費に対する負担  

(1) 施設型給付費 

子ども・子育て支援法の規定に基づき、市町村が支弁する特定教育・保育施設に係る施設

型給付費の支給に要する経費を助成した。 

・助成実績 44市町村 

(2) 地域型保育給付費                       

子ども・子育て支援法の規定に基づき、市町村が支弁する特定教育・保育施設に係る地域

型保育給付費の支給に要する経費を助成した。 

・助成実績 18市町村 

３ 多子世帯子育て支援事業  

子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、保護者から徴収する保育料の利用者負担額を軽

減又は無料化する事業を行った市町村に対して、必要な経費を助成した。 

・助成実績 42市町村 

 

児童福祉施設費のうち

Ｐ187 ～ Ｐ189 

 

 

児童措置費のうち 

Ｐ183 ～ Ｐ186 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策３－①子供を安心して産み、育てられ 

る環境整備） 

  ４ 保育士人材確保事業                             

潜在保育士の就労を支援するため、熊本県社会福祉協議会に再就職支援コーディネーターを

配置し、求職者と保育所とのマッチングを行った。 

・再就職者数 16人 

５ 保育士修学資金貸付等事業費補助  

県内の保育所等での就労につなげるため、保育士養成施設の学生及び潜在保育士に対して修

学資金や就職準備金等を貸与した。 

・修学資金貸与者数 158人    

・就職準備金貸与者数 ９人 

６ 病児・病後児保育総合推進事業                         

  病児・病後児保育事業を行った市町村に対して、必要な経費を助成した。 

・助成実績 27市町村 44施設 

７ 乳幼児医療費助成事業  

  乳幼児の疾病の早期治療を促進し、保護者の経済的負担を軽減するため、乳幼児の医療費の

一部負担を行った市町村に対して助成した。 

 ・助成実績 延べ120,648件 

８ 子育て支援強化事業費補助金 

  地域子育て支援拠点事業等を行った市町村に対して、必要な経費を助成した。 

・利用者支援事業 24市町村 44施設 

・地域子育て支援拠点事業 38市町村 119施設 

・ファミリー・サポート・センター事業 26市町村 26施設 

・子育て短期支援事業 17市町 27施設  

・一時預かり事業 30市町村 176施設（災害特例型含む） 

９ 放課後児童クラブ施設整備事業（再掲）（Ｐ28に記載） 

 

10 児童健全育成事業（運営費） 

放課後の児童の安全・安心な居場所である放課後児童クラブの確保・充実を進める市町村に

対して、運営等に係る経費を助成した。 

・助成実績 40市町村 532クラブ 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

 

 

児童福祉施設費のうち

Ｐ187 ～ Ｐ189 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

児童福祉総務費のうち 

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

 

 

 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

 



- 38 - 

（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策３－①子供を安心して産み、育てられ 

る環境整備） 

 

 

 

  11 少子化対策総合交付金事業 

結婚・妊娠・出産・子育てに関する事業を実施した市町村に対して、経費の助成を行った。 

・結婚チャレンジ事業 35市町村 64事業 

（うち８市町村が新型コロナウイルス感染拡大によりイベント中止） 

・一般不妊治療費助成事業 44市町村 延べ496件 

・早産予防対策事業 45市町村 10,913件 

・市町村創意工夫事業 35市町村 

12 思春期健康教育事業  

高校生に対し、思春期健康教育事業を実施することで、思春期の子どもに対する性と生の正

しい知識の普及啓発を行った。 

・思春期保健教育講演会 20校 6,303名 

13 妊娠・出産包括支援推進事業  

女性特有の悩みや予期せぬ妊娠を繰り返す女性の相談体制の整備、子育て世代包括支援セン

ターの設置に向けた市町村への働きかけを行った。 

・子育て世代包括支援センター設置 45市町村 

14  先天性代謝異常等検査（新生児拡大スクリーニング事業） 

  新生児のうちに、先天性代謝異常等を発見し、早期に治療・療育することを目的とした検査 

で、国の通知で定められている20疾患に加え、３疾患（ＬＳＤ、ＳＣＩＤ、ＳＭＡ）の拡大検

査を実施した。  

・20疾患 12,947件 拡大検査（３疾患） 12,403件 

15 不妊治療助成事業  

特定不妊治療（体外受精・顕微授精）の経費を助成することで経済的負担を軽減するととも

に、電話による不妊専門相談を実施して、不妊治療に関する情報提供や精神的な悩みなどに対

応した。また、市町村担当者等が不妊治療及び妊孕性に関する理解を深めるための研修会を実

施した。 

・特定不妊治療費助成 271件、相談件数 193件、研修会参加者数 45人 

16 「くまもとスタイル」子育て推進事業 

子育ての悩み等にＡＩが答える「聞きなっせＡＩくまもとの子育て」を運用するとともに、

メディア等を活用して広報周知を行い、普及促進を図った。 

・登録件数 9,998件 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

公衆衛生総務費のうち 

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策３－①子供を安心して産み、育てられ 

る環境整備） 

 

 

 

 

  17 多子・多胎世帯子育て支援総合補助金事業 

  在宅育児を行う多子・多胎世帯への育児サービス及び兄弟利用の場合の放課後児童クラブ利

用料の助成を行った。   

 ・助成実績 ８市町村 

18 放課後児童クラブ利用サポート事業 

  低所得世帯に対する放課後児童クラブ利用料の助成を行った。 

 ・助成実績  ６市町 

19 子ども虐待防止総合推進事業  

(1) 児童相談所の機能強化 

   児童相談所の体制充実のため、児童福祉司を３人増員した。また、児童心理司を２人増員

することにより体制を強化した。 

(2) 児童相談所職員の資質向上 

児童福祉司や児童心理司の資質向上のため、各種研修会を受講するとともに講師を招いて

研修会を開催した。    

(3) 子どもの権利啓発キャンペーン 

児童虐待防止に係る啓発のため、11月の「児童虐待防止推進月間」に合わせて「子どもの  

虐待防止を考えるシンポジウム」を開催した。（参加者：84人） 

20 児童家庭支援センター事業  

児童相談体制の充実を図り、児童虐待の未然防止と早期対応を図るため、各地域において児

童家庭支援センターの業務説明会を開催し、「市町村－児童家庭支援センター－児童相談所」の

三層構造の児童相談体制を強化した。 

21 ヤングケアラー支援体制強化事業 

  令和４年７月に県ヤングケアラー相談支援センターを設置し、ヤングケアラーへの相談支援

や関係機関向けの研修会を開催するとともに、小学生・大学生等を対象とした実態調査などを

実施した。（相談実績 92件） 

22 産科医・新生児科医等確保事業  

産科医、新生児科医を確保し、安定した周産期医療を提供するために、分娩手当、新生児担  

当医手当を支給する20医療機関に対し、手当に要する経費を助成した。 

 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

 

児童福祉総務費のうち

Ｐ181 ～ Ｐ183 

 

児童福祉施設費のうち

Ｐ187 ～ Ｐ189 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉施設費のうち

Ｐ187 ～ Ｐ189 

 

 

児童福祉施設費のうち

Ｐ187 ～ Ｐ189 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

施策３－②子供からお年寄りまで、誰もが 

安心して暮らせる地域づくり） 

 

1,809,749 997,334 １ 地域共生社会推進人材育成事業  

地域福祉活動のリーダーとなる人材の養成等により、地域共生社会の構築を推進した。（委託

先：（社福）熊本県社会福祉協議会） 

 ・地域福祉推進フォーラムの実施（オンデマンド配信） 

・地域福祉活動実践アドバイザーの派遣 ５件 

・地域の底力向上研修（集合型：参加者 20人、ＤⅤＤ配布：６市町） 

・地域共生社会推進人材養成研修 参加者 124人 

２  水俣・芦北地域見守り活動推進事業  

住民の見守りや安否確認等、地域住民が共に支え合う仕組みづくりを推進するため、水俣

市、芦北町及び津奈木町に助成を行い、各社会福祉協議会に地域福祉コーディネーター６人

（水俣市１人、芦北町３人、津奈木町２人）を配置した。 

３ 高齢者能力活用事業  

（一財）くまもとさわやか長寿財団に対して、高齢者の就労支援に要する経費を助成した。 

 ・就職者数 294人 

４ 介護基盤緊急整備等事業  

 第８期熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業計画による施設整備計画に基づき、地域密着型

介護施設等の整備を推進するため市町村を通じて助成を行った。 

・19市町村 54件 

５ 地域包括ケア推進市町村支援事業 

地域包括ケア構築を担う市町村の取組状況や課題を把握し、５市町に対して県職員及びアド

バイザーによる伴走型支援を行った。 

６ 在宅医療サポートセンター事業  

在宅医療提供体制の更なる充実を図るため、県内 18か所の地域在宅医療サポートセンターに

おいて、関係者向け研修会や住民向けの講演会等を開催した。 

７ 地域リハビリテーション推進事業  

「県支援センター」、県内17か所の「広域支援センター」、県内102か所の「地域密着リハセ

ンター」の三層構造による推進体制により、市町村への専門職派遣等の支援を行った。 

８ 認知症サポーターアクティブチーム支援事業  

(1) 認知症サポーターアクティブチーム認定事業 

認知症サポーターの活動活性化を図るため、傾聴ボランティア活動や認知症カフェの運営

等を行う団体を認知症サポーターアクティブチームとして認定した。 

・認定団体数 ２団体（２町からの推薦） 

社会福祉総務費のうち

Ｐ167 ～ Ｐ169 

 

 

 

 

 

社会福祉総務費のうち

Ｐ167 ～ Ｐ169 

 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 

 

老人福祉施設費のうち

Ｐ179 

 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 

 

老人福祉費のうち 

Ｐ171 ～ Ｐ173 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策３－②子供からお年寄りまで、誰もが

安心して暮らせる地域づくり） 

 

  (2) 認知症サポーター見守り体制等推進補助金事業 

認知症の人やその家族を支える活動の活性化や取組みの県内普及を図るため、活動の立上

げや活動強化に要する経費について助成した。 

・助成実績 ３団体（２市町からの申請） 

(3) 認知症サポーター養成事業 

小中学校や高校における認知症サポーターの養成を進めたこと等により、サポーター養成

数は41万人を突破し、人口比で14年連続日本一を達成した。 

・認知症サポーター新規養成者数 18,944人（累計 412,625人） 

９ ひきこもり支援推進事業                                               

市町村等支援員を２名配置し、県内市町村や社会福祉協議会との意見交換による各地域の現

状把握及び支援調整会議での専門的助言や電話相談による支援者支援等を行った。                               

10 育成医療                                       

障がいを持つ 18歳未満の児童（又は障がいを残すおそれのある児童）に対し、その障がいを

除去・軽減する手術等に係る医療費を助成し、児童の健やかな成育を図った。 

 ・支給認定件数 入院 342件 入院外 274件                    

11 発達障がい児早期発見・早期支援事業                                                                               

発達障がい児の早期発見・早期支援のため、巡回健診や関係者の研修会を行った。         

 ・開催数 ２回（受講者数 124名） 

12  新生児聴覚検査体制整備事業                                                        

新生児聴覚検査の実施状況を把握し、今後の体制整備に向けた協議会を開催した。 

13 工賃向上計画支援事業                                                              

障がい者就労施設（就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所（以下「福祉事業所」））における工賃及

び賃金水準の向上と、障がい者の就労の場や機会の確保を図るため、研修会の開催や商談会、

販売会等のほか、福祉事業所と農業者とのマッチングの取組みを推進した。 

マッチングによる契約件数は、取組みを開始した令和元年度から延べ138件となった。 

14 ｅスポーツ等を活用した障がい者のＩＣＴ技術取得支援モデル事業 

  在宅での生活を余儀なくされる重度障がい者にとって、ＩＣＴは社会とつながる重要なツー

ルであり、また、ｅスポーツ等を活用したＩＣＴ技術の取得は、ＩＣＴを活用した就労でも生

かすことができるため、重度障がい者の社会参加及び就労を目指したＩＣＴ技術取得支援のモ

デル事業を実施した。７名の方が参加し、うち１名の方は就労可能なレベルまで技術を取得さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神保健費のうち 

Ｐ200 ～ Ｐ201 

 

社会福祉総務費のうち

Ｐ167 ～ Ｐ169 

 

 

障害者福祉費のうち

Ｐ169 ～ Ｐ171 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

障害者福祉費のうち

Ｐ169 ～ Ｐ171 

 

 

 

障害者福祉費のうち

Ｐ169 ～ Ｐ171 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

（施策３－②子供からお年寄りまで、誰もが

安心して暮らせる地域づくり） 

 

 

 

  15 発達障がい者支援センター事業                                            

発達障がい児（者）やその疑いのある児（者）及びその家族への相談支援、保育所や学校等

の関係機関への支援等を行った。 

16 手話言語理解促進事業  

  手話言語及び障がい者の意思疎通に対する県民の理解促進を図り、全ての県民が障害の有無

にかかわらず社会の対等な構成員として安心して暮らすことのできる共生社会の実現に寄与す

ることを目的とした「熊本県手話言語の普及及び障害の特性に応じた意思疎通手段の利用の促

進に関する条例」（令和４年４月１日施行）について、広く周知し、県民の理解促進を図るた

め、啓発冊子・動画の作成や人権フェスティバルでの啓発イベントを実施した。 

17 医師確保総合対策事業（寄附講座開設事業のうち地域医療連携ネットワーク実践学寄附講座

（再掲）（Ｐ36に記載）  

県内の 12 地域医療拠点病院へネットワーク推進医 25 名を派遣し、地域の各医療機関の相互

連携や人材育成機能を強化した。また、拠点病院からへき地診療所等への医師派遣を推進し

た。 

18 健康長寿推進事業（くまもとスマートライフ推進事業）                           

県民の健康寿命の延伸を目的とした「くまもとスマートライフプロジェクト」を推進し、歩

数計アプリを活用したイベント（参加者：個人1,007人、団体50団体）や、街頭啓発イベントを

実施した。また、従業員や県民の健康づくりに協力する企業等を「くまもとスマートライフプ

ロジェクト応援団」として登録した。 

・新規登録団体数 131団体（登録団体数 1,757団体） 

19 健康食生活・食育推進事業                                                  

 三つ星制度を導入し、健康に配慮したメニューの提供や、栄養成分表示等に取り組む店舗を

「くま食健康マイスター店」に指定する取組みを実施。既存の健康づくり応援店に働きかけ、

県民の健康づくりを支える食環境を整備した。 

・くま食健康マイスター店 120店舗 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 

 

 

 

 

公衆衛生総務費のうち

Ｐ195 ～ Ｐ197 
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（健康福祉部）                                                                     （単位：千円） 

主 要 な 施 策 予 算 額 決 算 額 施   策   の   成   果 目  名 

施策３－③一人ひとりが尊重され、自分ら

しく暮らせる社会の創造 

 

 

 

808,087 

 

283,317 

 

１ 動物愛護推進事業                                                       

第３次熊本県動物愛護推進計画に基づき「殺処分ゼロを目指す」ため、動物愛護に関する広

報啓発や熊本県獣医師会等と連携したイベントの実施や、新動物愛護センターの整備等を行っ

た。 

(1) 飼い主や県民への啓発 

・動物の適正飼養・終生飼養の啓発（テレビ、ラジオ等） 

・迷子札やチラシ、クリアファイル等の配布 

・県下10保健所管内で動物愛護に関する啓発活動の実施 

 (2) 飼い主のいない猫の避妊去勢手術費用の助成 

   ・オス 75頭 メス 250頭 

(3) 犬猫譲渡活動への助成（登録譲受対象者：９団体） 

(4) 犬猫譲渡促進事業（オンライン譲渡会） 

(5) 新動物愛護センターの整備 

   熊本県動物愛護センター基本計画に基づき、建築工事を開始 

２ ハンセン病回復者・家族支援事業  

  熊本県ハンセン病問題相談・支援センター「りんどう」において、回復者及びその家族等を

対象に、医療・介護等の相談対応や家族補償金の手続きに係る助言を行うとともに、医療・福

祉関係従事者に対する研修会を開催し、人材育成を行った。 

・相談件数 138件 実利用者数 35人 

・熊本県ハンセン病医療・福祉研修会 参加人数 27人 

・熊本県ハンセン病一般研修会（～ハンセン病を知ろう～ドキュメンタリーを観る会）22人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境整備費のうち 

Ｐ212 ～ Ｐ213 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予防費のうち 

Ｐ198 ～ Ｐ200 

 

 

 

 

 

 

 


